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1．意識分析の新たな視点

公的年金に対する国民の意識は、これまで主

に政府によって調査され、性別や年齢、職業と

いった属性別に集計されてきた。このため、誰

がどのような期待を抱き、どのような不満を持

っているかが十分には明らかにはならなかっ

た。そこで、本稿では民間の調査データを使っ

て、新たな切り口から公的年金に対する意識の

分析を試みた。（注１）

公的年金は皆年金制度であることから、多く

の人が関わっている。よって、調査の回答者を

同質の集団とみなして分析することには問題が

あると思われる。例えば、専業主婦と働く女性

とで年金に対する意見が異なる傾向にあるた

め、「年金に関して女性は一枚岩ではない」な

どと言われるが、従来からの性や年齢などの属

性に基づく分析では、このような異質性を十分

に分析できていない懸念がある。

そこで本稿では、マーケティングの分野で近

年活用されつつある潜在クラス分析の手法を公

的年金に対する意識調査に応用し、従来の目に

見える属性からの分析ではなく、意識の背景に

想定される目に見えない（潜在的な）要因から

国民の異質性を整理し、グループ分け（クラス

分け）を行って分析した（図表－１）。

その際、「わからない」という回答を、「よい」

「わるい」といった評価とは独立した１つの意

識として扱ったのが今回の特徴である。「わか

らない」という回答は、「よい」と「わるい」

の中間とみなされることが多いが、公的年金に

対する「わからない」は、必ずしも中間的な評

価とは言い難いためである。

本稿で用いたのは、生命保険文化センターが

実施した「生活保障に関する調査1998」「同

2001」の個票データである（注２）。調査の概要お

よび回答者の性・年齢の構成は図表－２のとお

りであり、調査結果は国民全体のサンプルとみ

なすことができる。今回は、同調査の中から公

的年金に関する７つの設問を利用した（図表－

３）。各設問には、４段階の評価に「わからな

い」を加えた計５つの選択肢が設けられている。
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2．グループ分けの結果

上記の７設問（各設問に５つの選択肢）に対

して考えられる回答の組合せは5７≒約８万通り

になるが、潜在クラス分析ではこれらを統計的

に集約できる。今回の分析では、各グループ

（クラス）の意味づけや統計的な基準を考慮し

て５クラスとした。さらに以下の分析では、

個々の回答者をある１つのクラスに分類してし

まうのではなく、その回答者が各クラスに分類

される確率（帰属確率）を考慮して集計した。

潜在クラス分析では、各クラスの変数ごとの

分布（回答の比率）を確認することにより、各

クラスの特徴が読み取れる。今回の５クラスモ

デルの結果は図表－３のとおりである。

クラス１では、全体（図表－３の最右列）と

比べて、各設問で「＋＋」を回答する比率が高

い。このことから、このクラスは公的年金に対

して全般的に高い評価をしているグループとい

える。同様にクラス２～５をみると、それぞれ

「＋」「－」「－－」「？」の比率が高くなってい

る。すなわち、公的年金全般に対してどのよう

に思っているかによって、公的年金を高く評価

するクラス、どちらかといえば高く評価するク

ラス、どちらかといえば低く評価するクラス、

低く評価するクラス、「わからない」と回答す

るクラス、の５つに分かれる結果となった。こ

のことは、公的年金に対する評価の善し悪し、

および「わからない」という意識が、個別項目

ごとに別々ではなく、全般的に評価される傾向

があることを示唆している。

なお、公的年金への評価の善し悪しがはっき

図表－2 調査の概要
調査名 
調査時期 1998/5/22～6/21 2001/5/18～6/17
データ数 サンプル数 6,000人 

有効回収数 4,217人 
サンプル数 6,000人 
有効回収数 4,197人 

調査地域 
調査対象 
標本抽出 
調査方法 面接聴取法(生保加入状況は留置聴取法)

生活保障に関する調査 

全国の市区町村に居住する18～69歳の個人 
全国（400地点） 

層化2段無作為抽出 

総数 
18-19歳 20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 

当調査(1998年)
男性 1,953 2.2% 13.7% 17.5% 22.4% 21.9% 22.3%
女性 2,264 1.4% 13.1% 17.9% 22.2% 22.6% 22.7%
計 4,217 1.8% 13.4% 17.7% 22.3% 22.3% 22.5%
当調査(2001年)
男性 1,937 2.4% 13.3% 15.7% 19.9% 25.1% 23.5%
女性 2,260 1.7% 12.4% 19.3% 21.3% 23.2% 22.0%
計 4,197 2.0% 12.8% 17.7% 20.7% 24.1% 22.7%
（参考）国勢調査(2000年)
男性 44.4 3.5% 20.9% 19.2% 18.9% 21.4% 16.0%
女性 44.5 3.3% 20.1% 18.8% 18.7% 21.7% 17.4%
計 88.9 3.4% 20.5% 19.0% 18.8% 21.6% 16.7%

構成比 (18～69歳)
 

(注）当調査の総数は人単位。国勢調査の総数は百万人単位。

図表－3 5クラスモデルの結果
ｸﾗｽ名 ｸﾗｽ1 ｸﾗｽ2 ｸﾗｽ3 ｸﾗｽ4 ｸﾗｽ5 全体 
比率 14.8% 25.9% 27.0% 18.8% 13.5% 100.0%
Q1.2 老後の日常生活費＝公的年金でまかなえる 
+ + 6.9% 2.4% 1.1% 1.5% 2.0% 2.5%
+ 25.5% 27.1% 8.7% 7.2% 13.5% 16.3%
- 31.2% 47.2% 48.6% 27.3% 34.6% 39.7%
- - 34.4% 20.4% 39.1% 60.3% 28.1% 36.0%
？ 2.0% 3.0% 2.6% 3.7% 21.8% 5.4%

Q2.2 公的年金の制度内容＝関心ある 
+ + 47.2% 18.3% 14.2% 26.4% 9.0% 21.8%
+ 41.5% 61.4% 60.1% 47.4% 37.5% 52.3%
- 8.5% 18.0% 22.9% 18.5% 32.5% 20.0%
- - 2.4% 1.4% 2.0% 6.5% 14.7% 4.5%
？ 0.4% 0.9% 0.8% 1.2% 6.2% 1.6%

Q19.1 公的年金の保険料＝安い 
+ + 7.8% 0.9% 0.8% 2.6% 0.5% 2.1%
+ 19.6% 20.9% 7.1% 2.3% 1.5% 10.9%
- 31.6% 58.8% 67.4% 16.9% 17.8% 43.7%
- - 30.9% 10.4% 21.3% 73.8% 15.2% 29.0%
？ 10.1% 9.0% 3.5% 4.4% 65.2% 14.4%

Q19.2 公的年金の給付内容＝充実している 
+ + 12.7% 0.8% 0.5% 1.5% 0.4% 2.6%
+ 26.7% 44.3% 8.1% 4.9% 1.9% 18.8%
- 25.8% 35.8% 65.8% 15.6% 4.8% 34.4%
- - 18.9% 3.9% 10.4% 61.4% 2.9% 18.6%
？ 16.0% 15.2% 15.2% 16.7% 90.1% 25.7%

Q19.3 公的年金の強制加入＝好ましい 
+ + 82.1% 22.0% 7.2% 13.5% 9.6% 23.6%
+ 11.4% 70.9% 41.5% 21.6% 28.4% 39.1%
- 3.4% 6.1% 43.9% 15.9% 8.7% 18.1%
- - 2.3% 0.4% 5.7% 44.6% 5.2% 11.1%
？ 0.8% 0.8% 1.8% 4.4% 48.1% 8.1%

Q19.4 国民にとっての公的年金＝公平である 
+ + 37.8% 4.1% 0.5% 2.8% 2.3% 7.6%
+ 21.6% 64.0% 10.9% 6.8% 6.0% 24.8%
- 16.3% 22.6% 72.0% 14.1% 7.1% 31.3%
- - 16.6% 2.2% 11.0% 66.3% 4.1% 19.0%
？ 7.7% 7.1% 5.6% 10.0% 80.5% 17.3%

+ + 34.4% 14.2% 7.4% 10.4% 6.7% 13.6%
+ 18.6% 35.1% 19.8% 11.0% 18.3% 21.7%
- 10.2% 26.0% 37.8% 17.1% 18.9% 24.2%
- - 32.8% 18.7% 29.9% 50.3% 20.9% 30.1%
？ 3.9% 6.0% 5.1% 11.2% 35.3% 10.4%

Q20  + +=今より高い保険料を払っても公的年金を充実してほしい 
　　 - - =今より高い保険料・税を払うより自助努力で準備した 

(注) + +：そう思う、+：どちらかといえばそう思う、-：どちらかとい
えばそう思わない、- -：そう思わない、？：わからない
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りしているクラス１と４で、公的年金への関心

が比較的高い点は、注目できる。高い関心に基

づいて、明確に制度の評価が行われていること

がうかがわれる。さらに、公的年金を高く評価

するクラス１において、クラス２や３と異なり、

Ｑ20の結果が両極端に分かれていることも興味

深い。このことは、クラス１の人々は現在の公

的年金制度を評価しているものの、これ以上の

保険料引き上げには難色を示し、自助努力で準

備する傾向をもつ人もかなり含むことを示唆し

ている。

3．属性からみた各クラスの特徴

次に、各クラスの特徴を属性別に確認した

（図表－４）。なおここでは、図表－３とは異な

り、ある属性の人が各クラスにどのように分か

れるか（帰属確率）を示している点に注意され

たい。

まず、性別では、全体（図表－４の最上段）

と比べて特段の差異がみられなかった。年齢で

は、10歳代・20歳代で「わからない」が多いク

ラス５の比率が高く、50歳代や60歳代で全般的

に公的年金への評価が高いクラス１の比率が高

かった。これらは、これまで一般に指摘されて

いる事象と整合的である。また、30歳代や40歳

代で、どちらかといえば低評価のクラス３が多

い傾向がみられた。

職業を、大きく自営業・被用者・その他（パ

ート・アルバイト、学生、無職・専業主婦）の

３区分でみると、自営業で高評価を示すクラス

１と、逆に低評価のクラス４の比率が高く、そ

の他で「わからない」が多いクラス５が多かっ

た。より細かくみると、定額負担・定額給付の

国民年金の対象である自営業のうち、農林漁業

で高評価のクラス１が多い一方で、商工・サー

ビス業で低評価のクラス４が多かった。農林漁

業では公的保障を評価する傾向があり、商工業

図表－4 属性別の特徴（帰属確率）

ｸﾗｽ名 ｸﾗｽ1 ｸﾗｽ2 ｸﾗｽ3 ｸﾗｽ4 ｸﾗｽ5 合計 
全体 100.0% 14.8% 25.9% 27.0% 18.8% 13.5% 100%
性別 

男 46.2% 16.3% 27.3% 26.0% 17.9% 12.4% 100%
女 53.8% 13.5% 24.7% 27.8% 19.6% 14.4% 100%

平均年齢 46.5 52.7 48.5 43.6 46.4 41.8 46.5
10歳代 1.9% 2.6% 15.3% 17.9% 6.2% 58.0% 100%
20歳代 13.1% 6.9% 20.2% 31.9% 18.6% 22.4% 100%
30歳代 17.7% 8.3% 24.1% 34.8% 19.3% 13.6% 100%
40歳代 21.5% 11.8% 25.4% 32.4% 20.4% 10.1% 100%
50歳代 23.2% 19.2% 26.7% 24.7% 20.1% 9.4% 100%
60歳代 22.6% 23.9% 31.4% 15.9% 16.8% 12.0% 100%

職業 

年齢 

　自営業 

　被用者 

　その他 

17.4% 18.2% 22.2% 24.5% 23.7% 11.3% 100%
農林漁業 4.1% 22.3% 27.4% 17.8% 19.6% 13.0% 100%

商工・ｻｰﾋﾞｽ業 12.1% 16.9% 20.4% 26.7% 25.2% 10.9% 100%
自由業 1.2% 17.6% 23.3% 26.2% 23.4% 9.5% 100%

40.6% 13.9% 28.0% 29.1% 17.6% 11.5% 100%
公務員 4.5% 13.9% 36.4% 28.4% 12.2% 9.1% 100%

民間管理職 4.9% 17.7% 34.9% 28.2% 13.1% 6.1% 100%
民間事務職 9.8% 13.3% 26.9% 33.0% 17.9% 8.9% 100%
民間労務職 12.9% 12.5% 24.0% 27.9% 20.2% 15.5% 100%
民間販売職 5.0% 13.5% 25.3% 28.1% 18.9% 14.2% 100%
民間専門職 3.5% 15.5% 29.2% 26.5% 18.0% 10.8% 100%

42.0% 14.3% 25.5% 25.9% 18.0% 16.4% 100%
ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ 10.3% 11.4% 23.9% 30.1% 20.7% 13.9% 100%

学生 2.9% 4.9% 15.0% 23.0% 12.3% 44.8% 100%
無職･専業主婦 28.4% 16.4% 27.2% 24.5% 17.6% 14.3% 100%

その他 0.1% 4.8% 22.0% 59.8% 13.2% 0.2% 100%
本人の税込収入 

収入はない 18.0% 11.9% 24.0% 28.2% 18.0% 18.0% 100%
100万円未満 14.1% 12.6% 24.1% 27.8% 19.5% 16.0% 100%
300万円未満 19.4% 15.9% 25.6% 25.9% 19.4% 13.2% 100%
500万円未満 15.9% 15.7% 27.5% 29.0% 17.1% 10.9% 100%
700万円未満 9.0% 15.5% 29.0% 29.3% 18.4% 7.8% 100%
1000万円未満 5.9% 20.7% 30.7% 26.7% 17.1% 4.8% 100%
1500万円未満 2.2% 18.0% 36.4% 27.6% 13.0% 5.0% 100%
2000万円未満 0.4% 39.9% 36.1% 6.4% 16.0% 1.7% 100%
2000万円以上 0.3% 14.9% 42.5% 18.8% 18.2% 5.7% 100%

無回答 14.7% 14.1% 22.8% 23.3% 22.3% 17.6% 100%
婚姻・子供 
既婚 

持家 

賃貸・給与住宅 

無回答 

83.6% 16.1% 27.0% 26.9% 18.9% 11.1% 100%
子どもあり 76.6% 16.4% 27.1% 26.7% 19.0% 10.8% 100%
子どもなし 6.7% 13.6% 25.0% 29.6% 18.5% 13.3% 100%

未婚・無回答 16.4% 8.0% 20.6% 27.2% 18.2% 26.0% 100%
住居の状況 

74.3% 16.2% 27.4% 25.7% 18.0% 12.7% 100%
　　　夫婦の名義 
　ローンあり 28.3% 14.4% 26.9% 28.3% 19.4% 11.0% 100%

　　　夫婦の名義 
　ローンなし 33.7% 20.3% 29.0% 21.9% 17.2% 11.6% 100%

　　　夫婦以外の 
名義 12.2% 9.0% 24.2% 30.1% 16.9% 19.8% 100%

24.7% 11.0% 21.7% 30.9% 21.3% 15.2% 100%
賃貸住宅 20.9% 11.2% 20.7% 30.2% 22.4% 15.5% 100%
給与住宅 3.8% 10.1% 27.3% 34.6% 14.8% 13.2% 100%

1.0% 5.1% 18.6% 25.2% 20.4% 30.9% 100%
世帯の金融資産 

100万円未満 12.0% 11.9% 20.2% 28.4% 22.5% 17.0% 100%
500万円未満 18.0% 13.5% 27.7% 30.7% 17.8% 10.4% 100%
1000万円未満 11.1% 16.6% 29.4% 29.4% 17.1% 7.6% 100%
2000万円未満 7.2% 21.9% 33.2% 23.2% 16.0% 5.7% 100%
3000万円未満 3.5% 22.6% 33.4% 23.3% 15.4% 5.3% 100%
3000万円以上 5.3% 23.8% 30.3% 23.3% 16.6% 6.0% 100%

無回答 43.0% 12.8% 23.6% 25.7% 19.7% 18.3% 100%

比率 
各クラスへの帰属確率 

調査年 
1998年 50.1% 14.7% 26.2% 26.6% 18.8% 13.8% 100%
2001年 49.9% 14.9% 25.7% 27.3% 18.8% 13.2% 100%
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では自助努力を志向する傾向がうかがわれる。

また、所得比例負担で所得比例給付がある厚生

年金や共済年金の対象となる被用者では、公務

員や民間管理職でやや高評価のクラス２が多

く、民間事務職でやや低評価のクラス３が多め

であるものの、全体との大きな違いはなかった。

また収入については、無収入でクラス５の比率

が高いほかは、特段の特徴はみられなかった。

婚姻や子どもの状況についてみると、未婚・

無回答でクラス５の比率が高かった。これは、

未婚者は10歳代・20歳代が多いことから、年齢

別の結果と整合的である。住宅の状況では、住

宅ローンがない夫婦いずれかの名義の持ち家の

層でクラス１の比率が高い。高齢層では退職金

を使って住宅ローンを返済したり住宅を購入す

る可能性が高いことや、農林漁業ではこのよう

な所有形態が多いことから、50歳代や60歳代、

および農林漁業でクラス１の比率が高いことと

整合的である。また、クラス１で金融資産が

2,000万円以上の比率が高いが、年齢が高くなる

につれて金融資産が増えることを考慮すれば、

これも50歳代や60歳代でクラス１の比率が高い

ことと整合的である。

なお、本分析では1998年と2001年の２回分の

調査データを使用している。この間には、保険

料引き上げの凍結や給付水準の５％カット、物

価スライドの導入などを盛り込んだ2000年の年

金改革が実施されたため、これが意識に影響を

及ぼす可能性が想定される。しかし、分析した

結果、調査年ごとに差はみられなかった。

以上をまとめると、①学生で「わからない」

が多いクラス５の比率が高く、これと関連する

10歳代・20歳代や無収入層、未婚者でもクラス

５の比率が高かったこと、②50歳代や60歳代で

公的年金への評価が高いクラス１の比率が高

く、これと関連する住宅ローンなしの持ち家層

や金融資産が多い層でもクラス１の比率が高か

ったこと、③自営業では、農林漁業で高評価の

クラス１が多い一方で、商工・サービス業で低

評価のクラス４が多いこと、が特徴としてあげ

られる。しかし、①以外では図表－３でみたよ

うな際立った特徴はみられず、従来行われてき

た属性からのアプローチではこれらのクラスを

十分には区別できないことがわかった。

4．他の設問にみられる特徴

他の設問の状況をみると（図表－５）、公的

年金に関する知識数では、クラス１で知識数が

図表－5 他の設問での回答状況

ｸﾗｽ名 ｸﾗｽ1 ｸﾗｽ2 ｸﾗｽ3 ｸﾗｽ4 ｸﾗｽ5 全体 
比率 14.8% 25.9% 27.0% 18.8% 13.5% 100.0%

年金制度に関する知識数  (※)
平均 5.1 4.6 4.4 4.5 2.8 4.4
0 - 2個 12.1% 17.5% 19.3% 21.9% 48.4% 22.2%
3 - 4個 27.0% 32.9% 34.6% 29.1% 29.0% 31.3%
5 - 6個 30.0% 27.9% 28.3% 27.3% 15.5% 26.5%
7 - 8個 30.9% 21.7% 17.8% 21.6% 7.1% 20.0%

Q1.1 医療費は公的健康保険でまかなえる 
+ + 10.0% 5.1% 3.2% 6.0% 4.2% 5.4%
+ 30.1% 37.8% 28.2% 22.1% 26.8% 29.6%
- 35.4% 42.0% 47.7% 35.5% 34.2% 40.3%
- - 20.7% 12.1% 17.6% 32.3% 15.8% 19.1%
？ 3.8% 3.1% 3.2% 4.2% 19.0% 5.6%

Q1.3 介護費用は公的介護保険でまかなえる 
+ + 3.1% 0.9% 0.9% 1.1% 0.9% 1.3%
+ 9.4% 9.6% 4.3% 3.1% 5.5% 6.4%
- 31.7% 45.6% 42.0% 24.8% 30.1% 36.6%
- - 43.0% 30.9% 45.0% 59.8% 31.4% 42.0%
？ 12.9% 13.1% 7.9% 11.2% 32.0% 13.9%

※知識に関する８つの設問

○老齢厚生年金の支給開始年齢が65歳に徐々に移行される
こと
○国民年金は、20歳になった国民すべてが加入しなければ
ならないこと
○厚生年金の保険料は収入に応じて決まること
○サラリーマンの妻（専業主婦）は、保険料の負担がない
こと
○国民年金の保険料は収入にかかわらず定額であること
○国民年金の保険料は原則として毎年上がっていくこと
○公的年金の受取額は原則として物価に応じて変化するこ
と
○公的年金の受取額や保険料は5年ごとに財政上の見直し
がされること

(注) 2001年調査では次の項目が追加されたが、データの連続
性の観点から除外した。「学生（20歳以上）の場合は、本
人の収入が一定以下であれば国民年金保険料の納付免除
を申請できること」
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多く、クラス５で知識数が少なかった。前者は

クラス１で公的年金への関心が高いことと整合

的であり、後者はクラス５で「わからない」が

多いことと整合的である。また、公的年金への

理解不足が年金不信や不満を生んでいるとの指

摘があるが、評価が低いクラス４では、他のク

ラスと比較して知識が少ない傾向はみられなか

った。

健康保険や介護保険に対する評価をみると、

全体と比べてクラス１で高評価の比率が高く、

クラス２、３、４の順で評価が下がり、クラス

５では「わからない」の比率が高くなっている。

これは概ね公的年金と同様の傾向であり、国民

が個々の社会保険制度よりも、むしろ社会保険

制度全般に対して共通の評価を持っている可能

性を示唆している。しかし、公的年金以外の制

度では、公的年金に関する各設問（図表－３）

ほど強い傾向はみられなかった。

5．老後準備の状況

さらに、これら公的年金に対する評価が異な

る各クラスの人々が、老後資金の準備をどのよ

うに考えているかを確認した。図表－６上段の

「どのような手段でまかなうつもりか」では、

公的年金への評価が高いクラス１やクラス２で

公的年金への期待が高かった。また、「わから

ない」が多いクラス５では、いずれの手段に対

しても期待が低かった。これはクラス５では、

引退年齢までの期間が長い学生の比率が高いた

めだと解釈される。

他の特徴としては、①退職給付（退職金と企

業年金）への期待は、クラス２とクラス３で高

く、クラス４で低いこと、②クラス１では有価

証券への期待が高いことがあげられる。前者は、

クラス２とクラス３には被用者が多く、クラス

４には退職給付制度がない商工業・自由業が多

いこと（図表－４）が理由としてあげられる。

後者は、金融資産が多いクラス１では、ある程

度リスクをとる余裕があるためと推察される。

公的年金や退職給付以外で行っている老後の

準備（図表－６下段）でも、クラス１では有価

証券の保有率が高く、クラス５では実際に準備

していない傾向がみられた。

次に、2001年調査のみに収録されているデー

タを使って、個人年金の加入率をみると（図

表－７）、全体と比べてクラス１で高く、クラ

ス５で低くなっている。前者は、50歳代や60歳

代が多いクラス１では、公的年金へ高評価を示

すと同時に、自助努力にも積極的に取り組んで

図表－6 老後の準備
ｸﾗｽ名 ｸﾗｽ1 ｸﾗｽ2 ｸﾗｽ3 ｸﾗｽ4 ｸﾗｽ5 全体 
比率 14.8% 25.9% 27.0% 18.8% 13.5% 100.0%

Q26 老後の生活資金をどのような手段でまかなうつもりか(複数回答)
公的年金 91.2% 89.2% 84.1% 79.6% 65.8% 83.2%
預貯金 64.6% 68.8% 68.6% 62.4% 49.4% 64.3%

退職給付 40.4% 44.2% 42.7% 32.9% 25.6% 38.6%
個人年金 40.4% 40.1% 44.6% 35.8% 24.6% 38.5%
生命保険 26.4% 26.3% 27.2% 22.6% 13.7% 24.2%
稼働所得 17.0% 18.0% 21.1% 20.0% 13.3% 18.4%
有価証券 7.2% 6.4% 4.9% 4.5% 1.7% 5.1%
不動産 5.6% 4.6% 4.1% 4.6% 2.6% 4.4%

Q21 公的年金や退職給付以外で行っている老後の準備(複数回答)
生保・個人年金 59.1% 56.5% 53.9% 47.7% 34.0% 51.5%

預貯金 53.5% 50.6% 44.7% 41.6% 26.9% 44.6%
有価証券 8.0% 6.4% 4.7% 4.4% 1.7% 5.2%
準備せず 23.2% 26.4% 30.2% 35.0% 46.9% 31.3%

(注) 主な項目を抜粋した

図表－7 個人年金の加入状況（2001年調査）

ｸﾗｽ名 ｸﾗｽ1 ｸﾗｽ2 ｸﾗｽ3 ｸﾗｽ4 ｸﾗｽ5 全体 
比率 14.8% 25.9% 27.0% 18.8% 13.5% 100.0%

加入率 27.9% 23.7% 21.5% 24.2% 14.1% 22.4%
年金年額 
24万円未満 11.0% 8.2% 8.1% 5.3% 4.6% 7.7%
36万円未満 8.3% 13.2% 8.7% 9.9% 10.8% 10.3%
48万円未満 9.7% 8.9% 6.9% 6.6% 7.8% 7.9%
60万円未満 3.6% 7.2% 10.1% 10.1% 11.9% 8.4%
72万円未満 20.7% 17.0% 21.5% 16.1% 20.0% 18.8%
82万円未満 3.6% 6.4% 6.0% 7.6% 2.6% 5.8%
96万円未満 3.1% 6.2% 2.2% 2.4% 4.2% 3.6%
96万円以上 18.4% 21.5% 26.0% 28.1% 27.3% 24.2%

不詳 21.5% 11.5% 10.6% 14.0% 11.0% 13.4%
給付期間 (複数回答)

5年 15.1% 11.8% 9.1% 7.1% 13.0% 10.6%
10年 40.8% 45.7% 44.7% 51.9% 43.3% 45.9%
15年 11.7% 13.3% 15.1% 16.0% 9.4% 13.9%
終身 25.1% 25.5% 28.6% 23.2% 31.1% 26.2%
その他 4.5% 2.4% 1.3% 2.9% 5.1% 2.7%
不詳 5.0% 5.2% 5.5% 5.3% 1.2% 5.0%
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いるものと思われる。後者は、クラス５では、

学生の比率が高いことが理由と考えられる。

個人年金加入者について、契約している年金

額と給付期間をみると、全体と比べて、クラス

１で年間24万円未満（月あたり２万円未満）や、

給付期間５年への加入が多かった。クラス１で

は、公的年金の給付内容への満足度が高く、か

つ、クラス１に多い50歳代や60歳代では、老後

生活に必要な自助努力の水準がある程度明らか

になっているためだと思われる。

6．まとめ

本稿では、公的年金に対する意識調査（７設

問×５選択肢）を使って潜在クラス分析を試み、

国民を５つのグループに大別した。各グループ

は、公的年金に対する評価の度合いが全般的に

似通っており、公的年金を高く評価するグルー

プ、どちらかといえば高く評価するグループ、

どちらかといえば低く評価するグループ、低く

評価するグループ、各設問に「わからない」と

回答するグループ、の５つに分けられた。

公的年金を高く評価するグループは、公的年

金に関する知識もあり、他の社会保険制度への

評価も比較的高かった。また、有価証券も含め

さまざまな手段で老後資金の準備をしており個

人年金への加入率も高かった。

各設問に「わからない」と回答するグループ

では、現時点で老後の備えを特には行っていな

い傾向がみられた。これは、このグループで学

生が多いことから、ある意味当然といえる。し

かし、少子高齢化で年金受給の数が増え、有権

者全体に対してもその比率が高まることを考え

れば、今後は若年層でも年金制度を理解し、主

体的に評価していく必要があろう。

公的年金への評価が低いグループや中間的な

評価を示すグループでは、他の社会保険制度に

対して公的年金と同様の評価を示す傾向がみら

れたが、それ以外に目立った特徴はみられなか

った。

今後、公的年金の見直し論議を進める際には、

従来の分析に加えて今回のような分析方法を導

入し、公的年金に対して「わからない」という

意識を持っているグループや評価が低いグルー

プを、どのようにして評価を高めていくか検討

する必要があろう。

（注１）当分析は、厚生労働科学研究費補助金（政策科学推進
研究事業）「個人レベルの公的年金の給付と負担等に
関する情報を各人に提供する仕組みに関する研究」の
一部として実施しました。

（注２）本稿の執筆にあたり、東京大学社会科学研究所附属日
本社会研究情報センターSSJデータアーカイブから、
「生活保障に関する調査1998」「生活保障に関する調査
2001」（ともに生命保険文化センター）の個票データ
の提供を受けました。


